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本報告では，経済データの構造変化を検証する際に付随するいくつかの問題点に関する研究

成果について報告する．まず，構造変化の有無に関するスタンダードな線形定常モデルでの検

定としては，sup タイプ検定や exponential タイプ検定，average タイプ検定が実証研究では

広く使われている．経済モデルを考える場合はしばしば，誤差項に系列相関の存在を想定した

長期分散で検定統計量のスケールを調整するが，その際，長期分散を帰無仮説のもとで得た残

差を用いて推定すると，大きな構造変化を検出できなくなるという，検出力の非単調性問題に

直面する．そこで，対立仮説のもとで得た残差を用いることが考えられるが，その場合，長期

分散推定量には負のバイアスが生じて帰無仮説のもとでの(有限標本)サイズが著しく大きくな

る．そこで，このバイアスを理論的に導出して検定統計量を修正することにより，検定のサイ

ズが名目のサイズに近く，検出力も単調となるレベルシフトの検定を Yamazaki and 

Kurozumi (2015a)で提案している． 

また，経済分析ではデータには何らかの形の非線形トレンドが存在することが仮定されるこ

とがある．そこで，Kurozumi (2015)では一般的な非斉次な説明変数が存在するモデルにおけ

る上記 3つの検定を分析し，極限分布が非斉次な説明変数の 2次モーメントに依存することを

明らかにしている．また，対立仮説に複数の構造変化を想定する場合には検定統計量の計算時

間が爆発的に長くなるが，averageタイプ検定について効率的な計算方法を提案している． 

さらに，近年ではデータの整備に伴い，マクロパネルデータの分析に関する研究が進んでい

る．Yamazaki and Kurozumi (2015b)では局所最良不変あるいは平均的な検出力を最大にする

検定統計量とその極限分布の特性関数を導出している．パネルデータでは検定統計量の分布が

クロスセクション方向の次元に依存するため，特性関数を利用して効率的に極限分布の臨界値

を求め，Response Surface Regressionにより臨界値の近似値を容易に求めている． 

 一方，構造変化が検出された場合には構造変化が起きた回数を推定する必要があり，従来は

仮説検定を繰り返し用いていたが，Kurozumi and Purevdorj (2011)では情報量基準を用いる

方法を提案している． 

 最後に，構造変化点の信頼区間の構築方法を最近の論文で提案している． 
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